第1回大阪府合流式下水道改善事業評価審議会 議事録
	日　時
	平成27年12月2日（水）14時00分～15時30分

	場　所
	竜華水みらいセンタ―2階会議室


内　容
○開会あいさつ　（大阪府 都市整備部 下水道室　事業課長）

○出席者紹介（別紙のとおり）

○中間評価及び審議会について（事務局より説明）
　・これまで実施してきた合流式下水道の改善事業について評価を行う。
　・評価する内容としては、事業進捗状況、目標の達成状況（下水道法に規定された放流水質）及び対象事業の整備効果の発現状況などがある。
　・評価の実施に当たっては、評価の透明性、客観性を確保するため、『アドバイザー会議』を開催するなど、学識経験者等の第三者の意見を求めることになっており、本審議会がそれに当たる。

　・中間評価のスケジュールとしては、改善事業は平成35年度までの計画であり、平成26年度を中間年度に位置付け、平成27年度から平成28年度にかけて中間評価を実施する。

　・審議会は本日の第１回と平成28年度に第２回と、計２回行う予定。
　・当審議会、アドバイザー会議は、大阪府の条例に位置付けられた会議であり、その目的は、合流改善事業の評価内容について調査審議し意見を述べること。評価作業は大阪府が実施する。
　・第１回は、事業概要の説明と今後行う評価の進め方を審議し、第２回は評価結果を審議して頂く。

○議事

　① 会長の選任
　・互選により、会長は貫上委員が選任された。会長代理者は尾崎委員に決定した。
　② 公開・非公開の決定
　・会議は公開で行うことに決定した。
　③ 中間評価の進め方（案）について
《合流式下水道の改善事業について》（事務局より説明）
　・下水道の種類は、市町村が事業主体となる「単独公共下水道」と、大阪府が事業主体となる「流域下水道」の２種類があり、大阪府では７流域14処理場の流域下水道事業を実施している。
　・下水道には、合流式と分流式という２種類の排除方式がある。

　　合流式下水道のメリットは、設置する管が一本なので、経済的で施工スピードが速いこと。
一方で、大雨の時には、すべてを処理場で処理できないので、一部を未処理のまま放流しなければならないという、構造的な弱点を有している。

　・未処理のまま放流する場合、晴天時に管の底にたまった汚れが一気に洗い流されるため降雨の初期が特に汚くなる傾向にあり、この汚濁負荷の大きい初期の放流が特に課題となる。
　・合流式下水道の課題は過去から認識されてきたが、平成12年の東京湾お台場へのオイルボールの漂着の出来事をきっかけに、それまでにも増して、合流式下水道の改善の必要性が議論されることになった。

　　平成13年に、国が合流式下水道改善対策検討委員会を設置し、平成14年度に、「当面の改善目標」である「汚濁負荷量であるBODを分流式並にする」「未処理放流回数を半減する」「きょう雑物を削減する」が示された。
　　また、下水道法施行令も合わせて改正され、雨天時放流水質基準（BOD平均40㎎/ℓ以下）が新たに設定された。
　・このような動きに合わせて、大阪府でも合流式下水道改善事業に取り組んできた。

・大阪府の流域下水道では５流域が合流区域を有している。
・大阪府では、平成16年度に当初の「合流式下水道緊急改善計画」を策定し事業を進めてきた。

　・また、平成19年度には、既存施設の有効活用などがうたわれた、効率的な改善の手引きが示されたことを受け、平成21年度に効率的な計画に見直しを行い、平成35年度に完成する目標の計画を立て、事業を進めている。

　・具体的な対策内容は、分流区域の切り離しなどによる「入れない」対策、雨水滞水池の設置など「貯める」対策、汚水ポンプの増設などにより遮集量を増大させる「送る」対策、ポンプ場スクリーンの細目化により夾雑物を削減する「出さない」対策である。

　・また、ポンプ場の雨水沈砂池をドライ化するといった既存施設を活用した対策も積極的に実施しており、様々な対策を組み合わせることにより流域全体で目標を達成させる。

　・各流域ごとの対策メニューと計画工程としては、

　　猪名川流域は、「送る」及び「出さない」対策を計画している。

　　安威川流域は、「貯める」「送る」「出さない」対策を計画しており、沈砂池のドライ化等が一部完成している。

　　淀川右岸流域は、「貯める」「送る」「出さない」対策を計画しており、スクリーンの目幅縮小以外は完了している。

　　寝屋川北部流域及び寝屋川南部流域は、すべての種類の対策を計画しており、沈砂池ドライ化などの一部が完了している。
　　今後も、厳しい予算の中ではあるが、着実に進めて行く。
　[主な意見、質疑等]

（委員）

下水道法施行令の新たな規定はいつのことか。

（事務局）

平成16年（施行年）である。

（委員）

BOD平均40mg/Lという基準はどこから導かれたのか。

（事務局）

全国的な統計データにおいて、分流式下水道であれば高くても達成できる数値として導き出されている。具体的には、分流式下水道の雨天時の負荷量全体の内訳としては、分流雨水（ノンポイント負荷）が支配的であるという前提のもと、その雨水水質の90％値が40mg/Lという統計データから決められた。

（委員）

全国の分流式雨水の平均値の90％ということか。

（会長）

分流雨水のBODの分布を取り、高い方から10％の値が採用されたということ。

（委員）

合流式で改善前のBODはどれくらいか。40mg/Lがどのくらい大変なことか感覚的に分からない。

（事務局）

10年前に調査したデータでは最大値で500mg/L、平均で105mg/Lという記録がある。
雨の降り始めは負荷が高く、その後負荷は下がる傾向にあり、１回の降雨の中でも数値は大きく変動する。雨が降らない時期が続いた場合、ゴミや汚れなどが溜まることからかなり高くなることもある。
　　
《中間評価の方法について》（事務局より説明）
　・合流改善事業は確実に水環境の改善に寄与するが、計画のときに想定した雨と、現実に生じる雨が異なるため、事業の定量的な評価が難しいことやBOD等の指標だけの評価では、一般の人々に対して効果が伝わりにくいといった課題がある。
　・下水道事業の中でも、特にわかりにくい事業のため、評価においては、法定基準の確認などに加え、一般府民にとって分かりやすい効果を示すことが重要であると考える。
　・評価の骨子としては、法定基準として下水道法で規定された雨天時放流水質基準の達成状況を確認すること、改善計画目標の達成状況として汚濁負荷量の削減効果などを確認すること、分かりやすい効果として、数値化できない内容も含めて合流改善効果と推測できるものの確認を行いたい。
　・法定基準の確認については、処理場等の主要な施設で水質調査を行い、流域全体の放流水質の平均濃度を算出し、雨天時放流水質が基準値（40㎎/ℓ）以下となっているかを確認する。
　・改善計画目標の達成状況については、汚濁負荷量削減効果の確認として、対策施設ごとに１回の雨でその施設が発揮する効果を確認する方法で行いたい。
　　具体的には、対象となるポンプ場で雨天時モニタリングを実施し、対策前後の汚濁負荷量を算出し、それらの差分を削減負荷量の発現効果として算出し、計画上の削減負荷量と比較する。
　　この方法を、流域ごとに、評価可能な完成施設１か所ずつ（淀川右岸：高槻MC雨水滞水池、寝屋川北部：氷野ポンプ場、寝屋川南部：長吉ポンプ場）行いたいと考えている。
　　参考に、国の示している評価に関する考えは、年間通じての評価は難しいため、一回の降雨のモニタリングで対策施設ごとに評価する方法が妥当であるというものである。
　・わかりやすい効果としては、対策の一つであるスクリーンの目幅縮小効果の確認としてゴミの処分量の変化を確認する等を行うことでゴミの補足状況を調査したい。
　・本日の審議会では、合流改善事業の効果的なPRにつなげていくため、特に府民にとって分かりやすい効果の見せ方等について、ご意見・ご提案いただきたい。
　[主な意見、質疑等]
（委員）

一般の人にとっては合流改善で改善されたものというのは良く分からないであろう。一般の人にわかりやすいものであれば、事務局の説明資料で最後に記載されている下水に入れる水の汚れを減らすというもの、それを府民と一緒になってやることが重要であると思う。各処理場で処理する前の下水の汚れをもう少し公表して、それによって府民が努力、協力することによってどれくらいきれいになっているか、ということが見える効果でないか。道路清掃等、市民が協力してどれくらいきれいになったかというのがわかれば、市民にとっても良いと思う。市民が下水処理場を見学する時に下水の汚れを公表したらわかりやすい。

（事務局）

たしかに、道路清掃等に協力したら、これだけ効果があったということを実感できれば、住民にとっては協力の糧になると思う。しかしながら、下水の集まってくるエリアはたいへん広く、狭い範囲で実施した清掃活動の成果を合流改善効果として表わすことはなかなか難しいと思われる。
（事務局）

分かりやすい説明方法としては、たとえば、処理場の見学時に、ビーカー等に汚水を入れ見てもらっている。出前講座でも紹介しているが、もう少しPRし、ホームページをわかりやすくすることも含めて引き続きやっていきたい。

（委員）

本来は、下水処理場に入ってくる前、各戸から下水道管に流入してくる段階で、どれだけ水質を改善することができるかが大切なのだと思う。
（委員）

処理場に入る箇所の水質は管理するが、途中の管渠の水質は計測していないことが多い。
（委員）

処理場の流入水質が以前と比べてどのように変化しているのか確認することだけでも有意義だと考える。
（事務局）
処理場では流入水質を計測しているので経年変化を確認することはできる。
大阪府は普及率が95.6％に達しているが、今後もさらに普及エリアの拡大が進んでいくと、処理場への流入水質の経年変化がますます無くなってくるため、処理場への流入水質が、家庭や工場から出された下水の水質に、より影響されるような状況になると思われる。

（委員）

目に見えるわかりやすい効果が一般市民には最も響くと思う。たとえば、「最近下水が汚れてきた」ということがニュースになるくらい、一般市民が下水に対する関心を持つようになれば理想である。

（事務局）

これまでは、どちらかと言うと下水道施設を建設することがメインで、広報としても、処理場の供用などを主に行ってきた。しかしながら、整備されてしまうと、下水道管が地下にあることもあり、住民はあまり気にしなくなり、下水道の存在を忘れてしまう恐れがある。したがって、これからは、今までにない別のPR方法が必要であると考えている。
（委員）

最近は下水処理場でも親水空間を作るようになる等、少しは改善されてきたが、当初から見えなくすることが基本だったこともあり、実際どれくらい汚れているのかわからないし、見ようともしない。もっと親しみのわくような工夫をし、見ていかなくてはいけない時代になってきたと思う。

（会長）

市民活動の成果に還元できるよう数値化、指標化することは理想である。ただし、課題は多い。
（委員）
段階的に進めて行く必要があると思う。まずは、今までやってきたものの効果を理解してもらい、その次のステージとして市民協働の効果を見せていくというのが現実的ではないか。

なお、効果を見せるためにもきめ細やかなモニタリングをすることは極めて大切。現状は処理場、ポンプ場でしか水質調査は行っていないと思うが、今後は管渠でも測定していくなど、箇所数を増やしていくことも必要になってくると思う。
また、合流式下水道では10㎜～30㎜の降雨を対策としているが、30㎜を超えると浸水対策に切り替わる。合流改善対策と浸水対策はある程度セットで考えることが大切である。
（事務局）
たとえば、マンホールの蓋を開けて、どんな水が流れているかを見ることができれば、興味を持ってもらえるかもしれない。熱心に活動している地域と連携してできることがあるかもしれない。

処理場ではあるが、鴻池水みらいセンターには、流入下水がどれだけ汚いか見てもらう目的もあって、流入下水を間近に見てもらえる見学施設を作っている。すぐにできること、なかなか実現できないことの両方があるとは思うが、PRを工夫していきたい。
（委員）
ミクロの町会エリアと流域とで水質をどのようにつなげていくかが課題。名古屋市の堀川では「百人調査隊」という、河川の水質を測り携帯端末で各々が情報をアップするといった市民参加型のモニタリングが実施されている。そこでは、直接水質を図る人は100人程度でも、応援団が5万人に規模でおり、取組は広がっているといえる。
合流改善の効果による水質を見せることができても、一般市民にとっては、その水質がどれくらいきれいなのかが分からないと思う。たとえば、法定基準のBOD40mg/Lもそうだ。泳げる水とか、臭くない水とか、魚が住めるとかの体感的なわかりやすい表現の工夫を必要ではないか。

合流改善事業では、今までの議論のとおり、効果をわかりやすい手法で算出することはすごく難しいと思う。手法は法定基準等に任せ、水質改善のアウトカムをどれだけ市民の身近に感じてもらえるかということを重視したらいいと思う。
（会長）

雨の場合の水質を一般市民が測定するというのは、危険を伴う（そもそも川に近寄ること自体できない）ため難しいのではないか。
測定した結果（水質）等について、その指標がどのようなものなのかを府民に丁寧に説明することは良い試みである。
（委員）

BOD40mg/Lと100mg/Lもしくは500mg/Lがどう違うのか、わかりやすく説明するだけでも一般市民にとってはずいぶん身近に感じることができる。
（事務局）
BOD40mg/Lにして放流するが、それが川の水質になるわけではない。BOD40 mg/Lの水というのは川の水と比較すると相当汚い水であるため、わかりやすく示すにも何か工夫が必要かもしれない。
（委員）

私もわかりやすい手法についてはいろいろ考えてみたが、市民レベルのわかりやすい手法で評価することは困難である。

夾雑物の削減に関しては、昔のように大雨が降って大きな夾雑物が流れ出ていくような時代に、降雨後に夾雑物が川で引っかかる状況が確認されていたら、対策後に改善される状況が示すことができるが、昔の写真が無ければ説明は難しいであろう。
増水時にワンド溜まった水の水質を調べたらどうかとも思うが、洪水の大小によっても水質は変わるため、合流改善事業の効果とは結びつけづらい。
また、パックテストは、川の水質を測定した経験から言うと実にアバウトである。

合流改善事業とは別に、市民レベルでの下水処理に関する関心、家でどう流さないようにするかだとか、下水処理にどのくらいの税金をかけても良いか等の下水道全般のことについては、関心があり、議論すべきこともたくさんあると思うが、合流改善事業の評価としては、事務局が提示しているような法定基準の確認等の方法しか無いのではないか。
（委員）
わかりやすい効果の案として、費用対効果を示すというのはどうか。
（会長）

合流改善対策は法律に定められており、費用対効果とは関係なく実施しなければならない。今回の中間評価は、これまでの事業がどの程度効果が出ているのかを確認することが基本となる。
（会長）

今までの議論を集約すると、合流改善事業を市民レベルのわかりやすく、確からしい評価を行うことは非常に難しい。したがって、事務局案である法定基準の確認やモニタリングを実施して改善効果を確認する方法等を行うことが妥当であると考える。その際、アウトプットの水質や負荷量を、できるだけわかりやすい表現で説明することが、多少なりともわかりやすい効果の説明になるのではないか。
ここからは、事務局が示している方法案について、確認を行っていきたい。

そもそも降雨10～30㎜の降雨を選定したモニタリングも難しいが、モニタリングを行う汚濁負荷量削減効果の確認は、この６か所で行うのか。
（事務局）
モニタリング箇所（ポンプ場）としては３か所である。対象となる対策事業は６つであるが、一つのポンプ場で複数の対策事業を評価できる。
（会長）

汚濁負荷削減効果の確認は、何回実施するのか。

（事務局）

１回である。
（委員）
法定測定とは別のモニタリングか。

（事務局）

法定測定とは別である。法定測定は、最低でも年１回測定することが義務付けられており、すべての流域で行う。
（委員）
各処理場、ポンプ場は同一の雨でモニタリングを行うのか。

（事務局）

同一の雨で行う。

（委員）
それぞれの合流改善事業ごとの費用は提示できるのか。
（事務局）

提示できる。

（会長）

費用については次回に評価結果とあわせて、参考提示いただきたい。

（事務局）

先ほど議論されていた費用対効果についても、何か良い方法が無いか事務局で検討してみる。
（委員）

モニタリングを行う汚濁負荷量削減効果の確認について、対象事業はどのように選んだのか、説明できるようにしておくべき。
（事務局）
対象事業の選定については、さまざまなタイプのものを確認したいというのが基本的な考え方。
各対策事業については、計画上、それぞれ効果（削減量）の大きさが決まっている。同種の対策であれば、その効果がより大きなものを選択している。
（会長）

氷野ポンプ場は３つの対策を確認することとなっているが、対策ごとの評価を個別に行うことも可能か。

（事務局）

個別に評価することは可能である。

（委員）

事務局の説明資料に記載されているとおり、「評価を事業PRにつなげる」効果的なPRが重要である。その際、質とか経済的な視点に加え、運営する人材が育ったか、ノウハウどれだけ蓄積されたか、市民の人の下水道に対する思いがどう変化したか、社会的な基盤（NPO等）がどれくらいできたか、という複合的な視点を持つことが大切である。
大阪府は合流式下水道でこのようなノウハウを持っているといったPRや今回の合流改善対策でどうノウハウが向上したかPRするのも良い。

また、例えば若い技術者が困難な状況でモニタリングを行った状況を発信し、市民からは我々のためにがんばってくれているといった共感を得るPRの仕方もある。

違う視点での評価を蓄積して、PRの時に一緒に発信すると効果的である。

留意すべきは、伝える相手によって、広報媒体や見せ方を戦略的に使い分けること。
できれば、そうしたことを意識しながら、今後の下水道事業のPRに取り組んでほしい。
（会長）
委員側の結論として、基本的に事務局案で示された方法により評価を進めていただきたい。その上で、評価結果をできるだけわかりやすい見せ方にしていただく等、結果として出来ないこともあるかもしれないが、委員の意見を踏まえ検討いただきたい。
○閉会あいさつ　（大阪府 都市整備部 下水道室　事業課長）
以　上
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